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１ 学校の目的等 

（１）取組の概要 

本校では、その目的及び使命を学則で定め、その使命では東京都が設立した高等専門

学校としての地域性と特色を打ち出している。目的及び使命を受けて、本科及び専攻科

の育成する人材像をそれぞれ定め、そのために必要な学力、資質及び能力については

「学習・教育到達目標」として具体化している。 

これら本校の使命等は、年度当初の教職員会議や始業式において校長が説明を行う

ほか、学校要覧や学生生活ハンドブックにも掲載しており、全教職員・全学生に配布し

ている。また、本校ＨＰにも掲載し、周知を図っている。 

また、教育改革推進会議において、使命や教育理念の達成に向けた教育改革を実行す

るため、機関別認証評価での指摘事項の確認及び改善、荒川キャンパスの医工連携教

育・研究プロジェクトのうち令和３年度から教育を開始する未来工学教育プログラム、

令和４年度から教育を開始する品川キャンパスの新コース（ＡIスマート工学コース・

情報システム工学コース）の運営を中心とした高専改革の推進について、ＰＤＣＡサイ

クルを意識した議論を重ねている。 

 

（２）自己評価 

【分析の視点】 

 目的等の周知 

 学校の目的の周知を図る取組を実施し、教職員及び学生が内容を実際に知ってい 

るかを検証したか。 

学校の使命・教育理念・教育目標は明確に定められ、学則や規則等で明文化され

ており、適切である。また、学生が「何を身に付け、何ができるようになったか」

という学習の成果がわかるよう学習・教育到達目標を明確に定め、本校での学びの

成果をより把握できるようにした。内容の理解度については、教職員に対しては自

己申告面談時に教職員管理職による検証を実施しており、学生に対しては定期的に

実施している面談時に担任教員による検証を実施している。 

 

 学校の目的等を社会一般（例：中学生や中学校、就職先企業や進学先、地域等） 

に対し公表しているか。 

学校要覧などの印刷物や本校ＨＰを中心に公表している。また、校舎内にも掲示

しており、達成していると評価する。 

 

【優れた取組・特色ある取組】 

   本校の目的及び使命に沿った様々な取組について、本校ＨＰや公式ＳＮＳを中心に 

積極的に情報を発信し、認知度及びプレゼンス向上に資する取組を行った。 

 また、毎月開催される教育改革推進会議において、教育改善のために議論すべき事 

項を洗い出し、進捗報告及び議論を進め、当初の課題を全ての項目において達成し 

た。 

さらに、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、遠隔授業、分散登校及び学校 

生活での対策等、必要な対応を行った。 
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【改善を要する取組】 

   コロナ禍における遠隔授業の体制が、発信・通信環境等の面で十分でない部分があ 

り、学生の学習が順調に進まないケースがあった。 

 

  【改善策】 

   効果的な遠隔授業が実施できるよう教員側のスキル向上や機器の整備を進める。 

 

２ 学生の受入れ 

（１）取組の概要 

本科のアドミッション・ポリシーを次のように定めている。 

① 向上心を持ち、自分の決めた目標に向けて粘り強く努力できる人 

② 高専での教育を受けるのにふさわしい基礎知識・能力を有している人 

③ 基礎的教養を備え、積極的で協調性のある人 ※編入学者のみ 

④ コミュニケーション能力を身に付け、世界を舞台に活躍したい人 

⑤ ものづくりが好きで、実践的技術者になりたいと考えている人 

 

これは「知識・技能、思考力・判断力・表現力等の能力、主体性を持って多様な人々

と協働して学ぶ態度」という学力の３要素も取り込んでいる。また、学校案内にもアド

ミッション・ポリシーを明記し、各入試広報イベント時に使用する教員用資料にも記載

するなど受検生への説明に齟齬が生じないよう配慮している。 

また、本校ＨＰと公式ＳＮＳを連携させた積極的な広報活動も継続した。引き続き、

学生インタビューや卒業生インタビューを行い、在校生の声を発信するとともに卒業

生の活躍や高専での学びの意義を発信することにより、本校理解の促進を図った。令和

２年度は高専出身者を中心とした現役女性エンジニアと女子在校生の対談企画を実施

し、高専進学や女性エンジニアとしてのキャリアを目指す女子学生に向け、本校ＨＰに

おいて対談記事を掲載した。さらに、コロナ禍の受検生をサポートするために本校ＨＰ

内に「受検生応援サイト」を開設し、校長からの特別メッセージ動画、入試Ｑ＆Ａ、受

検生へおすすめのコンテンツリンク集等を掲載し、受検生が本校に関する情報を簡単

に取得できるよう工夫した。 

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和３年度の志願者は、様々な制限の中で

地道な入試広報活動の結果、志願者全体における女子志願者の割合が前年度に比べ推

薦入試で 6.4％ポイント増加し 21.6％、一般入試で 0.7％ポイント増加し 10.0％とな

り、開校以来、最高の値となった。 

編入学における推薦選抜においては、入学前のガイダンス、補習（数学、専門科目）

の実施、及び入学後のＳＡによるサポート等、編入学生が本校の学習と学校生活に適応

するための手厚いサポートを行っている。 

また、特別推薦入試制度の拡充について、荒川区教育委員会及び荒川区中学校長会と

調整し、令和４（2022）年度特別推薦入試から募集人数を２名とすることが決定し、品

川区及び荒川区の中学校の特別推薦候補者計 12名に対し、３月に両キャンパスにおい

てスクーリングを実施した。 
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（２）自己評価 

【分析の視点】 

 アドミッション･ポリシー 

 入学した学生が、入学者選抜方針（アドミッション・ポリシー）に沿っているか

を検証し、その結果を改善に役立てているか。 

推薦選抜、学力選抜及び編入学において、アドミッション・ポリシーは明確に定

められており、適切である。また、本校ＨＰや学校案内などの広報媒体へのアドミ

ッション・ポリシーの明記や、学校説明会などの入試広報イベントでの説明など、

周知を図っており、評価できる。 

また、本科及び専攻科入試検討委員会において入試の総括を実施し、入学者がア 

ドミッション・ポリシーに沿っているか検証している。さらに、担任を中心に学生 

との定期的な面談を設けることで継続的な検証を行っている。検証結果に基づく改 

善のサイクル確立については不十分であるため、引き続き検討する必要がある。 

 

 学生定員 

 入学定員に対し実入学者は適正となっているか。 

   本科定員 320 人に対して実入学者は 321 人、専攻科定員 32 人に対して実入学者

は 37人であり、適正である。 

 

【優れた取組・特色ある取組】 

特別推薦入試制度の拡充について、荒川区教育委員会及び荒川区中学校長会と調整 

し、令和４（2022）年度特別推薦入試から募集人数を２名とすることが決定した。ま 

た、荒川区教育委員会と特別推薦入試に関する協定を締結し、連携委員会を設置する 

とともに、荒川区内中学校を連携校として各中学校と協定を締結した。３月には特別推

薦候補者として品川区及び荒川区の中学校より品川キャンパス８名、荒川キャンパス

４名がスクーリングを受講した。 

 

【改善を要する取組】 

女子の志願者数については、昨年度から増加しており平成 18 年度の開校以来、最

高の人数であったが、入学者全体に対する女子入学者の割合は、国立高専（約 20％）

であるのに対し、本校では 14.4％と未だ低水準である。 

また、入学した学生がアドミッション・ポリシーに沿っているかについての検証結

果に関する改善サイクルを確立する必要がある。 

 

【改善策】 

   本校主催の学校説明会だけでなく、区の進路フェアへの参加、地域の中学校への出 

前授業、塾への広報活動等を活用し、他高専との違いや本校の魅力を効果的にアピー 

ルする。また、現在の女子向けウェブコンテンツ等を見直し、より効果的な女子向け 

の広報手段を検討する。 

   入学した学生がアドミッション・ポリシーに沿っているかについての検証結果に関 

する改善サイクルの確立は、教育改革推進会議において教育管理職を中心に具体案の
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検討を行う。 

 

３ 教育内容等 

（１）取組の概要 

令和３年度に受審するＪＡＢＥＥ認証評価への対応として、自己点検書の作成及び

根拠資料の準備等を行った。 

各コースでエンジニアリングデザイン（以下、ＥＤ）とアクティブラーニング（以下、

ＡＬ）の実施を推進した。品川キャンパスでは、実技系科目(33 科目中 10科目)につい

て、フェイスシールドの着用、アクリル板の設置等の新型コロナウイルス感染症対策を

行いながら、グループワーク等のＡＬを展開した。荒川キャンパスでは、実技系科目や

演習を含む科目（34 科目中 26科目）について、分散登校時に教室換気やアクリル板の

設置等、新型コロナウイルス感染症対策を行いながら、ＡＬを実施した。また、品川キ

ャンパスでは、第２学年電気電子工学コースの実験実習において、デザイン思考を取り

入れた授業を実施した。荒川キャンパスでは、分散登校下でも外部機関と遠隔通信等を

用いて意見交換を行い、デザイン思考のＥＤを実施した。 

２つの技術者育成プログラムについては、５年目に入り、安定した履修者を確保す 

るため学校説明会等で対外的なＰＲ活動を行った。 

情報セキュリティ技術者育成プログラムでは、３期生として本科では９名、専攻科 

では初の３名の修了生を輩出した。修了した本科生の進路は、専攻科進学３名、大学 

編入学１名、就職５名（情報通信企業２名、情報システム企業１名、セキュリティ企 

業１名、情報通信機器製造企業１名）であり、専攻科生の進路は、大学院進学２名、 

就職１名（情報通信機器製造企業）となっている。また、新たに３企業（ココン株式 

会社・アライドテレシス株式会社・シスコシステムズ合同会社）と包括連携協定を締 

結し、本プログラムに対する協力者のネットワークを拡大した。 

航空技術者育成プログラムでは、２期生として７名の修了生を輩出した。修了生の 

進路は、航空機整備企業３名、製造関係企業１名、航空を専攻とする大学等への進学 

３名である。また、航空産業の主要な６企業（株式会社ＩＨＩ・川崎重工株式会社・ 

株式会社ＳＵＢＡＲＵ・三菱重工業株式会社・全日本空輸株式会社・日本航空株式会 

社）と航空技術者教育を実施している本校を含めた４高専（沖縄工業高等専門学校、 

神戸市立工業高等専門学校、岐阜工業高等専門学校、東京都立産業技術高等専門学 

校）と航空人財の裾野を拡大することを目的とする育成プログラムについて包括連携

協定を締結した。 

 更に、政府制定の「ＡＩ戦略２０１９」に基づき、本校においても数理・データサ

イエンス・ＡＩ教育プログラムの検討を実施した。その結果，第一学年の情報教育

「プログラミング基礎」科目において，上記プログラムへの接続性を考慮したプログ

ラミング言語（Python）への変更を実施すると共に、リテラシーレベルを包括する科

目を検討している。 
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（２）自己評価 

【分析の視点】 

 教育課程 

 学生が卒業時に身に付ける学力及び資質・能力並びに養成しようとする人材像等 

の内容を明確に示し、それを目指して教育の工夫を行ったか。 

卒業・修了の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー）を定め、ディプロマ・

ポリシーの各能力と学習・教育到達目標及びＪＡＢＥＥ基準の関係を整理するな

ど、教育の工夫を行っている。 

 

 学生が卒業時に身に付ける学力及び資質・能力並びに養成しようとする人材像等 

の周知を図る取組を実施し、教職員及び学生等が実際に知っているかを検証した

か。 

  卒業時・修了時アンケート、卒業生アンケート、企業アンケートによる検証を実

施している。 

 

 教育課程の編成、教育内容・方法、学習成果の評価に係る方針（カリキュラム・

ポリシー）が示され、周知を図り、教職員や学生が知っているかを検証したか。 

  教育課程編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）を定め、本校ＨＰ等で周知

している。 

また、内容の理解度については、教職員に対しては自己申告面談時に教職員管理

職による検証を実施しており、学生に対しては定期的に実施している面談時に担任

教員による検証を実施している。 

 

 カリキュラム・ポリシーに照らして、講義・演習・実験・実習等の授業形態の配

置バランスが適切であるか。 

  本科では、カリキュラム・ポリシーに沿って、ものづくり技術の習得を図るため、

必修科目と選択科目を配置している。また、実験・実習、演習及び製図などの実技

系専門科目の割合が約３割になるように編成し、問題解決型の学習を推進する科目

としてインターンシップ、ゼミナール、卒業研究を配置している。 

  専攻科では、総合的実践的技術者育成のため、開講科目の学修単位数の割合とし

て、講義を約８割、演習・実験及び実習を約２割とし、実践的な取組時間を確保し

ている。 

 

 教育内容に応じて適切な学習指導法の工夫がなされたか。 

本科では、少人数教育、対話・討論型授業及びフィールド型授業を実施するとと

もに、基礎学力不足の学生に対し補充科目を設定し、指導している。 

専攻科においても、少人数教育、対話・討論型授業及びフィールド型授業を実施

するとともに、ＥＤ科目において、討論型やフィールド型などで教材の工夫を行っ

ている。 

また、コロナウイルス感染症対策として、まん延防止期間中は遠隔授業を実施

し、自習教材としてスタディサプリ（株式会社リクルート）を活用した。 
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 創造性を育む教育方法の工夫が図られたか。 

各コースとも、講義で得た知識を実験・実習で具現化させるなど、つながりを持

った授業を展開し、様々な教育方法が工夫され実施されている。品川キャンパスで

は、全コースでＥＤ科目を展開しており、計 33科目でＡＬ科目を展開している。荒

川キャンパスでは、計 34科目においてＥＤ科目・ＡＬ科目を実施している。今年度

は新型コロナウイルス感染症の影響により、感染対策を行った上での一部科目の展

開となった。 

また、デザイン思考授業として企業とコラボレーションし、企業から与えられた

課題に取り組み、成果発表会を行った。計画的な卒業研究となるよう中間発表会を

主催し、コースとして独自の賞を設置して優秀学生を選出するなど、学生の創造性

を育んでいる。 

シラバスには、学習・教育到達目標を明記し、その授業によりどんな能力を身に

つける必要があるのかを明示している。また、学生が学習・教育到達目標に対する

達成度の自己評価を行い、到達度の詳細把握ができるようルーブリック指標を全科

目で導入している。 

更に、データサイエンスを活用できる技術者の育成を目指し、低学年からの情報

教育の改善を進めている。具体的には、第一学年の「プログラミング基礎」科目で

使用言語を Python に変更して、より汎用的なプログラミングが可能になるための

改変を実施している。また、データ倫理や利用方法、そして統計確率に基づくデー

タ分析が可能な能力を培うべく、データサイエンスの学習指導法を検討している。 

 

 インターンシップを学生の教育に活用したか。 

進路支援、特に就職支援において、学生がどのような業種でインターンシップを

体験したかを把握することが重要であるため、インターンシップ関係の情報を校務

支援システムに記録し、進路支援担当者が自由に閲覧できるようにしている。  

   

 成績評価 

 成績判定、単位認定、進級・卒業（修了）認定規定等が学生に周知され、実際に

知っている状況を把握したか。 

  学生生活ハンドブックや本校ＨＰにおいて周知しているほか、シラバスにも学業

成績の評価方法について記載している。また、成績評価の周知状況について、学生

による授業評価アンケートにより確認している。 

 

 成績評価に関する学生からの意見申し立ての機会があり、意見申し立てがあった

場合に適切に対応したか。 

  品川キャンパスでは、成績表配布後、科目の評価について異議がある場合は、教

科担当者に申し出て、学生及び教科担当者が評価内容を確認する。訂正が必要な場

合は、教科担当者が教務主事に訂正を申請する。荒川キャンパスでは、各教員が試

験後の授業時に答案を返却し、模範解答と採点基準を示して申し立ての機会を設け

ており、両キャンパスともに適切に対応している。 
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 追試、再試についても、規定等が整備され、学生に周知されたうえで適切に実施

されたか。 

単位追認試験については、学生ハンドブックやＧｏｏｇｌｅ ｃｌａｓｓｒｏｏ

ｍを活用し、学生への周知を行っている。 

追試験については、令和２年度に実施要領を整備し、令和３年度の学生ハンドブ

ックへ記載できるよう準備を行った。なお、荒川キャンパスでは、令和２年度はコ

ロナ禍で試験を欠席する学生が多数生じたため、試験期間中の欠席者リストを作成

し、追試験申請の可能性がある学生の洗い出しと、担当教員への事前準備依頼を行

い、混乱を避けるようにした。 

 

 教育の成果 

 学生が卒業（修了）時に身に付ける学力や資質・能力について、成績評価・卒業

認定の結果から、学習・教育の成果を把握・評価したか。 

校務支援システム内でのルーブリック評価により、教育の成果を把握している。

教育の成果は、校務支援システム内に、学習・教育到達目標に対する学生の到達度

を自己評価できる機能を搭載し、学生に自己評価を実施させ、教育の成果を把握で

きるようにしている。また、卒業判定会議及び修了判定会議資料により各学生の教

育目標の達成状況を確認しており、十分な学習・教育の成果が認められている。 

 

 卒業（修了）後の進路状況からみて、教育の成果や効果が上がっていると判断で

きるか。 

令和２年度の進路決定者の割合は 96％であり、概ね、教育の成果が上がっている

と判断できる。 

 

 就職先（産業別・職業別）や進路先（教育機関別・専門分野別）について、学生

が卒業（修了）時に身に付ける学力や資質・能力、養成しようとする人材像等が

活かされる状況であるか。 

本科では、就職内定率や進学内定率が高いことから、養成しようとする人材像等

に適していると判断する。専攻科では、就職内定率は毎年安定しており、学生の志

向する大学院への進学実績も高いことから、養成しようとする人材に適していると

判断する。 

 

 学生が卒業（修了）時に身に付ける学力や資質・能力を実際に身に付けているか

について、卒業（修了）生や進路先の関係者から意見を聴取する取組を実施して

いるか。 

定期的に企業アンケートや卒業生（修了生を含む）アンケートを実施している。

平成 30 年度には卒業生（修了生を含む）アンケート調査を実施し、次のことがわ

かった。 

・旧高専に比べ新高専は、満足度や身に付いた能力が上昇している。 

・身に付けた能力として、新高専ではプレゼンテーション能力の割合が高くなって

いる。 
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・企業による評価と、卒業生による自己評価は比較的一致している。 

・新高専では旧高専に比べ「インターンシップ」の満足度が高い。 

   また、次回のアンケート実施に向けた情報収集等を行った。 

 

 教育改善システム 

 教員による自己評価結果を改善に結びつけられるようなシステムが整備され、運

用されているか。 

資料・データ等の収集体制は、組織ごとに必要なデータを収集・蓄積しており、

必要に応じて活用できる体制となっている。自己点検・評価は、自己点検・評価実

施要領に基づき実施している。教育改善システムの整備は、評価結果を基に各会議

や委員会で必要な議論を行い、改善策を検討しており、適切である。 

 

 教員は、個々の自己評価結果に基づいて、継続的改善に結びつけているか。 

自己点検・評価結果は、各組織長にフィードバックを行い、本校ＨＰにおいても

公表しているが、個々の教員まで結果が浸透しておらず、十分な継続的改善には結

びついていない。 

 

 教員の研究活動（専門分野の研究・教育方法の研究）が教育内容・方法の改善に 

結びついたか。 

教員の研究活動による成果は、適切に教育へ反映されている。 

 

 実施されたＦＤが教育の質の向上や授業の改善に結びついたか。 

新任教員については、民間の研修業者を活用し、悉皆研修を年に数回受講させて

いる。また、中堅教員についても、教授へ昇任した教員には民間の研修業者を活用

し、悉皆研修を年に数回受講させているほか、ティーチング・ポートフォリオ・ワー

クショップを実施（令和２年度は新型コロナウイルス感染症により中止）し、自ら

の教育活動の振返りをさせている。さらに、教育管理職については、校長がテーマ

を選定し、年１回外部の研修業者による研修を実施し、令和２年度は、教員管理職

の要望を踏まえ、管理職として求められる役割・意識の醸成等についての研修を実

施した。上記のとおり、各階層において、教育の質の向上を図るためのＦＤを適切に

実施しており、評価できる。 

 

【優れた取組・特色ある取組】 

 品川キャンパスでは、分散登校や対面授業ができない場合でも、遠隔でのオンライ 

ン授業やオンライングループワークができる環境として、全クラス全授業の 

Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｔｅａｍｓチャネルを設定し、一部科目で活用した。荒川キャ 

ンパスでは、Ｇｏｏｇｌｅ ｃｌａｓｓｒｏｏｍやＭｅｅｔ、Ｊａｍｂｏａｒｄな 

どを用いて、部分的でも議論ができる授業形態を試行した。 

 オンライン授業をテーマとしてＦＤ研究会を実施し、効果的なオンライン授業を実 

践している教員を講師として、学生の立場に立ったオンライン授業を行うための工夫 

について議論した。 
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 【改善を要する取組】 

  自己点検・評価結果に基づく継続的改善を確実に行う必要がある。 

   また、遠隔授業については、リアルタイムでの質問対応が可能な双方向型のオンラ

イン（ライブ型）授業の実施が望ましいが、教員・非常勤講師のオンライン発信環

境、学生のＰＣ・通信環境の状況により、課題配信型授業が主になっている。 

更に、教務室・学生室を中心に感染症への対策方針等、コロナ禍における新たな検

討事項の対応を行ってきたが、絶対的にマンパワーが不足しており、通常の室業務が

滞る問題が生じた。 

   

【改善策】 

 自己点検・評価結果に基づく継続的改善を確実に行うためには、各組織長へのフィ 

ードバック時に継続的改善に取り組むようアナウンスし、次年度に改善結果を報告す 

るよう依頼する。また、各組織の構成員に変更があった場合も確実に課題の引継ぎを 

行うようアナウンスする。 

   会議用ツールの統一及びマニュアルの配布、教員・非常勤講師へのオンライン授業 

実施依頼、学生へのアナウンス（特に第１学年の学生の環境整備）について、関係各

所と協力して早急に対応する。さらに、教員側のオンライン授業に関するスキル向上

を目的として継続的に研修等を行う。 

 また、教務室業務と切り離して対応できる臨時対策チームを設置し、マンパワー不

足を解消する。コース長を中心に組織することで、各コースの意見徴収や実効性のあ

る対策検討、コースへのフィードバック等をスムーズに行うことが可能となる。 

  

４ 学生支援 

（１）取組の概要 

学習ガイダンスの開催、授業科目の履修指導や学習相談、教育コース独自の支援とし

て資格試験・検定試験への支援等の学習支援を行った。また、上級生が下級生の学習相

談や助言を行うスチューデント・アシスタント（ＳＡ）制度を令和２年度も引き続き活

用し、本科低学年の理数系科目に対する支援である校内塾の開催や工業高校からの編

入生に対する学習支援、学生生活への助言等を行った。さらに、校内塾の実施目的や実

施時期の見直し等を行った。 

学校行事、課外活動は、新型コロナ感染症により、やむを得ず中止にした行事もあっ

たが、学生室を中心にオンライン開催への変更等、可能な限り実施できるよう調整した。 

好奇心、向上心を持つ学生への支援として、学生グループによる課外活動経費の一部

を助成する未来工房プロジェクトや、低学年を対象とした萌芽的ものづくりを支援す

る未来工房ジュニアの助成を実施した。 

学生の満足度や意欲等を把握するための心理テストＨｙｐｅｒ-ＱＵを引き続き実

施し、学校生活における変化の様子や進路選択前の心理状況を把握することで、学校生

活に不適応を抱える等により援助を必要とする学生のスクリーニングやクラスの状況

把握につながった。 

学生生活支援として、学生室を中心に、自転車安全講習会、熱中症講習会、ネット犯

罪防止講習会、特殊詐欺予防講習会、命の大切さを学ぶ教室、危険ドラッグ防止講習会、
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救命救急講習会等、様々な講習会により、学生指導を行った。令和２年度は感染防止の

ため、講義から資料配布への変更や対象学年を限定した上での実施となった。 

ボランティアセンターの整備を行い、学生の積極的なボランティアへの参加を促進

する環境を整えた。 

 

（２）自己評価 

【分析の視点】 

 学習支援体制 

 自主的学習環境、厚生施設等が整備され、効果的に利用されたか。 

 学生の自学自習を推進するため、必要に応じて実習室等を開放し、学生が自由に 

自習できる環境を整備している。また、工場や未来工房も整備しており、学生のも 

のづくり活動の支援を行っている。また、ＳＡ制度を利用し、校内塾で専攻科や高 

学年の学生が低学年の学修サポートを行った。なお、荒川キャンパスにおいては、 

学年の時間割にセルフラーニングの時間を週２回設けて、自学自習を行う習慣を養 

う取り組みを行っている。 

 

 学習支援に関する学生ニーズを汲み上げる体制が整備され、ニーズを把握してい 

るか。 

 各コース・各学年の教員が協働し、積極的に学生に関わることにより、学生の

ニーズを把握するように努めている。また、平成 28 年度に実施した学生生活実態

調査の結果を基に分析を行い、引き続き学生に求められている施策を検討した。 

さらに、Ｇｏｏｇｌｅフォームやｃｌａｓｓｒｏｏｍの活用により、学生にとっ

て利便性の高い連絡体制の充実を実現した。 

 

 資格試験・検定試験への支援体制が整備され、機能しているか。 

学校として推奨している資格試験や検定試験については、学外学修単位として位

置付け、単位化することにより支援している。また、機械システム工学コース等で

は、ＳＡ制度を活用し、ＳＡによる検定試験の指導を行うなど、指導面においても

支援している。 

 

 課外活動への支援体制が整備され、支援活動が適切な責任体制の下に行われてい 

るか。 

本校の使命である「ものづくりスペシャリストの育成」の趣旨に基づき、好奇心・

向上心を持つ学生への支援として、学生グループによる課外活動経費の一部を助成

する未来工房プロジェクトや低学年を対象とした萌芽的ものづくりを支援する未来

工房ジュニアの助成制度を引き続き実施することにより、課外活動の支援を行っ

た。未来工房プロジェクト及び未来工房ジュニアは、各キャンパスの未来工房長が

中心となり、プロジェクトの募集から審査、採択案件に対する助成、各種コンテス

トへの派遣、文化祭での発表等を実施した。 
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 学生生活支援体制 

 学生の生活や経済面に係わる指導・相談・助言体制が整備され、機能している 

か。 

学生生活への支援は、学生室及び学生相談室が中心となり実施している。また、

ネット犯罪防止に関する講習会、特殊詐欺予防に関する講習会、危険ドラッグ防止

に関する講習会等の様々な講習会により、学生指導を行った。他にも、スクールカ

ウンセラーによる相談日を週３日設け、心理テストを実施し、学生の心理的状況や

心境の変化を把握することで、一人ひとりに合った支援を実施しており、適切であ

る。 

 

 障害のある学生について必要に応じて、支援体制による支援活動が行われる状況 

にあるか。 

 障害者差別解消法の施行に伴い、本校においても、障害学生修学支援に関する基 

本方針や障害学生修学支援委員会設置要綱を制定した。また、障害のある学生に対 

し、その障害の状態に応じた公正な教育を保障し、修学及び学生生活における支援 

を積極的に推進するという体制を整備し、適切に運営されている。  

 また、障害を有する学生の支援チームを設置しており、環境整備、個別の指導・ 

成績評価等の柔軟な対応を行っている。 

 

 学生の進路指導を行う体制が整備され、機能しているか。 

各コースとも、教育目標、教育内容、卒業研究内容等について、キャリアプラン

の視点を踏まえながら学年に応じたガイダンス等を実施しており、適切である。ま

た、担任やコースの教員が積極的に学生に関わることで、学生の心境や状況を把握

できるよう努め、学生の状況を月１回開催されるコース会議にて報告することで、

特別な指導を行う必要がある学生を見極め、対応方法を検討し、適切に対応できる

体制を整備している。 

さらに、キャリア支援センターを中心に、進路支援を含めたキャリア支援を各学

年において精力的に行っており、女子学生向けには、女子キャリア支援講座を開講

し、令和２年度は「好感度 UPの会話術/マナー講座」と「大人の女性のナチュラル

メイク講座」をテーマとして開催した。引き続き、適切な時期に適切な支援を行う

とともに、変化の激しい外部環境に対応しながら、学生が志望する分野に合わせた

面接対策など、高専の特殊性を踏まえた支援を実施していく。 

 

【優れた取組・特色ある取組】 

    働き方改革の一環として、教員の負担軽減及びクラブ活動指導に係る技術的指導 

力の向上を実現するため、顧問、クラブ指導員、現場対応員の役割を明確にし、新 

たにクラブ・同好会活動に関する指導方針を作成した。また、令和３年度からクラ 

ブ活動指導員を導入することを決定した。クラブ活動指導員は専門的な指導を求め 

る学生のニーズに応え、顧問の負担を軽減するため、非常勤教員として主に外部人 

材を活用する。 
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【改善を要する取組】 

キャリアカウンセリングを生かした就職先斡旋のノウハウの確立が必要である。 

   また、理系分野の専門知識を駆使した指導を要する業界を希望している学生のキ 

ャリアカウンセリングは、カウンセラーの知識だけでは対応が困難であるため、専 

門知識を要する部分をカバーできる指導方法を検討する必要がある。 

 

【改善策】 

    より密にカウンセラーと教員が連携し、学生の希望や素質にマッチした就職先の 

斡旋を行う。 

また、理系の専門性を要するキャリアカウンセリングについては、教員がカウン 

セラーをフォローしながら指導する。 

    

５ 地域連携・研究活動 

（１）取組の概要 

地域連携については、オープンカレッジ（ＯＰＣ）や若手技術者支援講座を開催し、

近隣自治体等の職員を中心に委嘱した地域連携委員会の開催等を通じて、地域内の企

業等との意見交換を行った。 

また、渋谷区との共催講座としてロボットのプログラミング・製作４講座及びバラン

スボードの製作１講座、大田区・品川区からの受託講座を実施した。 

さらに、東京都中小企業家同友会大田支部と連携し、令和３年度からスタートする品

川キャンパスの新コース（ＡＩスマート工学コース・情報システム工学コース）につい

て意見交換を行った。 

研究活動については、外部資金獲得のための支援として、外部コンサルタントによる

科研費獲得のための個別指導等を実施するなど、実践的な支援を行った。また、品川区

連携事業として技術相談を品川キャンパスにて５件受けたことをきっかけに、産学校

連携センターの支援を受けて学術相談を２件受けた。さらに大阪府内の企業から依頼

があり、荒川キャンパスにて技術相談を１件受けた。 

 

（２）自己評価 

【分析の視点】 

 地域連携 

 地域連携の目的に対応した活動を行い、成果の検証をしたか。また、検証の結果 

を改善に結びつけたか。 

地域貢献・研究推進センターを中心に、品川キャンパス・荒川キャンパスそれぞ

れに地域連携をサポートする事務職員を配置し、一体となって地域連携に対する取

組を行い、ＯＰＣ講座の開催、若手技術者支援講座、理科・技術教育サポーター制度

等を計画し成果を得た。 

 

 研究活動 

 学校の研究の目的に沿った活動の成果が上げられたか。また問題点の抽出を図 

り、改善に結びついたか。 



14 

 

地域貢献・研究推進センターを中心に、品川キャンパス・荒川キャンパスそれぞ

れに研究推進をサポートする事務職員を配置し、一体となって教員の研究推進に対

する取組を行っている。また、教育管理職により、研究活動の実績を基に研究活動

支援の検討を継続的に行っており、研究活動の改善体制が整えられている。また、

研究機関として必須である文部科学省による「公的研究費の管理・監査のガイドラ

イン」チェックリスト及び「研究活動における不正行為への対応等に関するガイド

ライン」チェックリストでの確認を行い、当該リストにあるコンプライアンス教育

を全教員に対し実施するとともに、全職員から研究費を不正使用しない旨の確認書

を提出させている。 

 

 個々の研究活動の実態・実績を把握したか。 

研究成果は、自己申告により研究活動についての成果を確認している。 

 

【優れた取組・特色ある取組】 

   大田区・品川区の中小企業技術者を対象に機械設計のための基礎（定員 20 名）、 

電気回路の基礎（定員８名）、工業材料の基礎（８名）、加工の基礎（定員 12 

名）、シーケンス制御の基礎（８名）５講座を開講した。ほとんどの講座で定員を上 

回る応募があり、講座終了後に実施したアンケートにおいても、満足度・充実度・現 

場で活かせるか等について概ね好評な結果となった。 

 

【改善を要する取組】 

中小企業のニーズに対応したＯＰＣ講座の充実を目指し、品川キャンパスではプロ

グラミングに関する講座、荒川キャンパスでは高齢者福祉に関する講座を開講した。

しかし、参加者は中小企業の技術者ではなく、一般からの参加が多くを占めており、

今後は、技術者育成に関する講座の更なるテーマ拡大が必要である。 

 

【改善策】 

   少子高齢化社会の影響により、今後、医療関連機器の需要がより一層高まることが 

予想される。荒川キャンパスでは、令和３年度より医工連携教育・研究プロジェクト 

がスタートし、本プロジェクトにおけるリカレント教育は OPC 講座との親和性も高い 

ため、講座として受入れると共にテーマ拡大を図る。 

 

６ 管理運営 

（１）取組の概要 

教育実施体制、管理運営体制共に設置目的に沿った活動を着実に実施した。各種会

議・委員会等においては、定期的に改善に向けた検討や課題解決のための議論を行い、

適切に運営した。危機管理体制の点では、例年は、各キャンパスで防災訓練を実施し、

教職員の危機管理意識の向上に努めているが、令和２年度は新型コロナウイルス感染

症の影響により中止した。 

財務については、法人の会計規則等に則り教育研究活動等の予算について適切に執

行し、令和３年度の予算編成を着実に行った。 
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（２）自己評価 

【分析の視点】 

 自己点検・評価   

 自己点検評価結果が対象組織にフィードバックされたか。 

自己点検・評価結果は、各組織長に対してフィードバックを行うと共に、本校Ｈ 

Ｐに掲載し公表している。 

 

 管理運営面において、外部評価の意見や第三者評価の意見が、有効に反映・活用 

されたか。 

令和２年度東京都公立大学法人業務実績等報告書を基に、運営協力者会議の構成

員による外部評価を実施し、評価結果を受けて各会議や委員会等にて議論を行い、

改善策等を検討している。 

 

 教育情報の公表 

 教育研究活動の状況や活動の成果を、わかりやすい表現やアクセスしやすい手段 

で社会に発信したか。 

本校ＨＰや公式ＳＮＳ、学校要覧、学校案内等により情報発信を行っている。今

後もウェブを中心としたアクセスしやすく、わかりやすい情報発信を展開する。 

 

 財務 

 外部の財務資源の活用策を策定し実行したか。 

 若手教員対象の令和３年度科学研究費獲得支援事業として、応募書類添削を６名

に実施し、個別面談を４名に実施した。また、都立大の総合研究推進機構が開催し

た「科研費学内説明会」の資料を教員へ配布すると共に、同機構が都立大教員向け

に開催している「科研費年間相談会」について情報提供を行った。更に、学内シス

テムを活用し、研究助成金等の民間公募案件計 48件を周知すると共に、科学研究

費以外の外部資金獲得のための動画講座を配信した。以上のように研究における外

部資金の獲得に関する積極的な支援を行うなど、外部からの財源確保に努めてい

る。 

 

 財務に対して、会計監査が適正に行われたか。 

法人全体の財務基盤のもと、教育研究活動を行うために必要な資産を有してお

り、財務諸表も法人ＨＰ等で公表され、会計監査も適正に行われている。 

 

 施設･設備 

 教育課程、コース、学年区分に応じて、必要な図書、学術雑誌、視聴覚資料その 

他の資料が系統的に収集、整理されたか。 

選書基準に基づき、図書を新規購入し（品川キャンパス：731 冊、荒川キャンパ

ス：583 冊）、蔵書図書を充実させることができた。また、品川キャンパス・荒川

キャンパス・産技大の３館で月次統計の書式を統一し、統計データの蓄積や各館の

比較ができるように整理している。 
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また、臨時休校期間中に学生が貸出を希望する図書を無料で自宅に配送し、自宅

学習を支援した。本取組については、学生が登校できない期間において推奨される

取組として評価され、文部科学大臣の視察を受け、その後も継続して実施してい

る。 

 

 教員 

 教員の専門、資格等と担当授業科目が適合しているか。 

教員の配置は、校長を中心に適切に行っている。 

 

 教員（非常勤を含む）の採用や昇格等に関する基準（教育能力や研究業績等）や 

規程が定められ、適切に運用されたか。 

各種規程等は適切に定められ、教員評価については、教員の自己申告制度に基づ

き実施し、教員評価委員会において適切に教員の評価を行っている。また、採用・

昇任基準と運用は、教員評価委員会において評価制度に基づき適切に評価を行ってい

る。 

 

 事務職員及び技術職員 

 事務職員・技術職員に研修を受講させているか。また、職員の資質向上の取組等 

を把握しているか。 

法人として人材育成計画に基づく職員研修等を実施している。また、職員の資質

向上の取組等については、自己申告制度にて把握している。 

 

【優れた取組・特色ある取組】 

 各種研修が用意されている事務職員に対し、研修の提供のない技術職員について、 

高専にて独自の研修を実施する方針を決定し、実施にむけて検討を進めた。 

【改善を要する取組】 

 令和元年度の期間別認証評価において技術職員に対する研修が実施されていない 

ことを指摘されており、引き続き実施に向け調整を進める必要がある。 

 

【改善策】 

対象となる技術職員が必要とする安全管理に関する分野について、外部講師を招き、

具体的事例を踏まえた研修を実施する。 

 

７ 国際化推進 

（１）取組の概要 

国際化推進センターが中心となり、国際的に活躍できるエンジニアの育成を目的と

して様々な活動を行った。 

平成 26 年度より３つの海外体験プログラム（グローバル・コミュニケーション・プ

ログラム（ＧＣＰ）・海外インターンシップ・グローバルエンジニア育成プログラム（Ｇ

ＥＰ）を継続して実施してきたが、平成 28 年度に各プログラムの検証と総括を行い、

より実践的研修効果の高いプログラムとするため、相互連関性を高めた２つのプログ
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ラム（グローバル・コミュニケーション・プログラム（ＧＣＰ）・インターナショナル・

エデュケーション・プログラム（ＩＥＰ））へ再編し、平成 29年度に初めて実施した。  

また、入門プログラムであるＩＥＰからＧＣＰへのステップアップの促進を目的と

して、平成 30年度にＩＥＰ参加者を翌年度のＧＣＰへ推薦する「ＧＣＰ推薦制度」を

開始した。 

今年度のＧＣＰは、リーダー及びメンバーの選出やリーダーオリエンテーション等

を進めていたが、新型コロナウイルス感染症に対する参加者の安全の確保及び今後の

勉学の負荷を鑑み中止とした。令和３年度の実施に向け、新型コロナウイルス感染症の

影響があった場合にはオンラインを活用したプログラムに切り替えができるよう改善

に取り組むと共に、令和２年度の参加予定者に配慮し、募集人数を 30 名から 36 名に

増加する等、コロナ禍を踏まえた海外研修プログラムの在り方を整備することができ

た。ＩＥＰについても、新型コロナウイルス感染症の影響を鑑み中止としたが、プレ IEP

として国内での英語研修や現地とのオンライン交流等の代替プログラムへ変更した上

で、参加者 20名で実施し、学生が海外のものづくりの現状や環境を学ぶことができた。 

異文化理解プログラムについては、外国人留学生を講師として１年生のホームルー

ムに招き、自国文化の説明やクイズ等を通して異文化理解や対人コミュニケーション

能力の啓発を行った。 

ＧＣＯ（Ｇｌｏｂａｌ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ Ｏａｓｉｓ）ルーム(以下、Ｇ

ＣＯルーム)については、新型コロナウイルス感染症拡大の状況に応じて、英会話カフ

ェ、英会話レッスン、オープンデイ等を対面とオンラインを切り替えながら実施した。

その他にもＴＯＥＩＣ対策講座、ハロウィンパーティー、クリスマスパーティー等を対

面とオンラインを駆使して実施した。 

 

（２）自己評価 

【分析の視点】 

 国際化推進の目的に沿って具体的方針が策定され、計画的に実施されているか。ま 

た、それに基づいて活動し、その成果を検証して改善に結びつけたか。 

国際化推進センターを中心に、品川キャンパス・荒川キャンパスそれぞれに、国際化

推進をサポートする事務職員を配置し、一体となって国際化推進に対する取組を行っ

ている。いずれの事業においても、学生へのアナウンスや運営計画、保護者への説明、

実施中の指導方法、実施後の成果報告などを踏まえ、効果の検証や運営における検証を

行い、その結果を次年度に活かしている。 

 

 外国語の基礎能力育成にどのように取り組んでいるか、またその達成状況の把握が 

できているか。 

国際化推進センターを中心として、ＧＣＰやＩＥＰの実施、ＧＣＯルームの開放等に

よる外国語の基礎能力育成に取り組んでおり、定期的に達成状況を確認すると共に次

年度に向けた総括を行っている。 

なお、専攻科においては、令和２年度までの専門科目における英語の利用状況の把握

や、英語授業を実施する際の問題点の抽出を行い、令和 3年度から各キャンパスの専門

（基礎科目等）の１科目の後半４週程度で試行することを決定し、令和５年度からの英
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語教育の導入に向けて着実に取組を進めることができた。 

 

【優れた取組・特色ある取組】 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、２つの海外プログラム（ＧＣＰ・ＩＥ

Ｐ）が中止となったが、ＧＣＰについては今年度参加予定者を配慮し、次年度の募集

人数を最大 36名に増員した。また、ＩＥＰについては、国内で英語研修及び現地と

のオンライン交流などによる代替プログラムを実施した。 

 

【改善を要する取組】 

   次年度に向け、新型コロナウイルス感染症にも対応できる海外プログラムへの改善

が必要である。 

 

【改善策】 

   プログラム内容の効果検証や経験者に対する調査を行う、また、オンラインを駆使し 

た研修や調査を積極的に取り入れると共に、対象地域の拡大等により幅広いテーマ設 

定を可能にする。 

 

８ 情報化推進 

（１）取組の概要 

サーバー、演習室端末、ネットワーク機器等、情報センターのシステムリプレイスを

行った。これによりサポート切れとなっていたＷｉｎｄｏｗｓ７からＷｉｎｄｏｗｓ

10 となり、セキュリティソフトも OS が提供しているソフトで対応可能となった。基幹

サーバーにはサーバー用のセキュリティソフトを用意し、システムリプレイス後も校

務、授業関連に大きな支障もなく、システム運用が出来ている。メールサーバーは、法

人が管理するメールサーバーに移行したことにより、メールに関するセキュリティが

強化された。 

また、コロナ禍における対応として、遠隔授業やウェブ会議等のため、Ｇｏｏｇｌｅ

ＣｌａｓｓｒｏｏｍやＭｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｔｅａｍｓを活用した。 

 

（２）自己評価 

【分析の視点】 

 ＩＣＴ環境が十分なセキュリティ管理の下に整備され運用されたか。 

 本校の情報化推進体制は、情報化推進センターを中心に、品川キャンパス・荒川キ

ャンパスそれぞれに情報化推進をサポートする事務職員を配置し、一体となって情報

化推進に対する取組を行っている。また、改善システムとして、情報化推進センター

を中心に、情報システム委員会にて、随時、検証等を行っている。また、総合調整会

議においても情報化推進センター長より毎月取組等について報告があり、校内での検

討体制は整備されている。 

 

【優れた取組・特色ある取組】 

   数年に一度のシステムリプレイス実施となったが、リプレイスもリプレイス後の運 
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用もスムーズに行うことができた。また、リプレイスと並行してメールサーバーの法 

人管理サーバーへの移行もスムーズに行うことができ、年間を通して通常のシステム 

運用についても大きな問題は発生していない。 

 

【改善を要する取組】 

 特になし 

 

【改善策】 

   特になし 

 

９ 運営協力者による意見 

（１）運営協力者会議 

本校の諸活動について、学校外から広く意見を聞き、産業界をはじめとする社会の

ニーズに応えているか等を定期的に検証するとともに、学校運営に活かしていくため

運営協力者会議を設置している。この会議の役割は、校長から提起する課題に対する

提言と本校の諸活動（教育・研究・産学連携・地域貢献・校務運営等）に対する意見

を聴取する場となっている。 

 

（２）各意見 

ア 学校の目的等 

・なし 

 

イ 学生の受け入れ 

  ・工業高校からの編入学生の受入れは、高専生自身の活性化にもつながるので、継続 

的に受入れ、地道に推進していってほしい。 

  ・ＨＰの女子向けページ「理系女子集まれ」はとても良いページだが、目立たないの 

がもったいない。トッププロモーションにリンクするなど目立つ工夫をしてほし 

い。 

  ・品川区・荒川区教育委員会等との連携による特別推薦入試制度は、公立校ならでは 

の取組であり、意識の高い学生の入学が期待できるので、その成果を期待する。 

 

ウ 教育内容等 

・ＧＣＰ等の法人内の 2 大学との連携事業は、比較的簡単に視野を広げることがで 

き、教育効果が共通して生まれるため、このような取組に対し何らかのインセンテ 

ィブを与え、活性化していくような工夫をしてほしい。 

  ・令和元年度の機関別認証評価における指摘事項について、令和２年度に着実に改善 

を行っていることは評価できる。改善して終了ではなく、その状態を維持すること 

が重要であるので、一定期間後にレビューをしてほしい。特にシラバスの記載どお 

りに成績評価を行えているかという点は、学生からの信頼にも影響するのでしっか 

りとレビューに取り組んでほしい。 

  ・クラブ活動の指導は教員にとって負担が大きいので、クラブ活動指導員を導入し、 
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顧問の役割を明確化したことは良い取組である。ただ、クラブ活動における学生の 

活動状況を知ることは教員の重要な務めなので、その点も含め、今後指導にあたっ 

てほしい。 

   

エ 学生支援 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、休校、イベント中止、オンライン授業へ

の対応、健康チェック等、教職員も多くの苦労があっただろう。学生にとっても、

これまでにない履修形態となり、以前と比べて学習内容や進度、実習における理解

度などが異なる可能性がある、特にコロナ禍に入学した学生に対しては、様々な面

でのフォローを継続してほしい。 

 

オ 地域連携・研究活動 

・特別研究期間利用が 1名だったことは残念である。サバティカル制度と同様に、教

員個人の判断により共同研究先で研究と論文執筆に専念できる等、自由に研究環境

を選び、終了後に活力を高めて高専での仕事に取り組めるようになれば良い。 

・理科離れといわれる中、若年層へのアウトリーチが重要である。小中学生と直に接

し、実験実習を体験させることは、百の言葉、説明よりも説得力、求心力がある。

ぜひ今後も継続してほしい。 

・コロナ禍でイベント開催が困難だったと思うが、オンライン授業の経験等を活か

し、イベントのオンライン開催も可能である。参加者数の制限がない、遠隔地から

も参加可能等、メリットも大きいので是非、検討いただきたい。 

・中学校や企業への出前授業は、すぐに効果が出るものではないが、着実に進め、社

会に高専への理解と高等教育の価値を理解してもらえると良い。 

・中小企業にとって、大学や高専の教員に技術相談することは敷居が高く感じる。敷 

居を低くする工夫をしてほしい。 

 

カ 管理運営 

  ・教員の質が学生の質を決めるため、教員研修が着実に実施されていることが重要であ 

る。また、教育界の考え方や指導法、ＩＣＴの活用法等も日々進化している。教員方 

が外部に触れ、刺激を受けることが教員の能力開発、学生の能力向上のために重要で 

ある。既存の研修とは別に、各教員の専行や希望を取り入れた研修に参加できる機会 

を増やして欲しい。教員研修は、施設設備拡充と同様に学校のリソース＝人への投資 

であり、必要な投資は惜しまず、業務負荷の調整や教員間の相互扶助を行い、受講環 

境整備を実現いただきたい。 

 

キ 国際化推進  

・ＧＣＰやＩＥＰは大変意義のある取組であるが、コロナ禍により研修内容を変更せざ

るを得なくなっている。しかし、若いうちから外国文化に接することは非常に重要で

あるので、コロナ禍は段落した暁には、一刻も早くコロナ禍以前の状態への回復、さ

らなる活性化を期待する。 

・海外派遣や留学プログラムが全て中止になったのは残念だが、国内での英語研修やオ
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ンライン交流等の代替プログラムを着実に実施したことは評価できる。この対応の

成果を検討し、今後、海外派遣と国内プログラムのセットで対応することになる場合

の基礎データとしてもらいたい。 

・専攻科のインターンシップによる研修は、その後に進路での活躍につながる。３か月

程度の長期インターンシップや海外インターンシップを検討する等、柔軟な対応で

学生の「伸びしろ」を鍛える支援をしてほしい。 

 

ク 情報化推進 

・なし 

 

ケ その他 

・卒業生で起業している方を招くなどして、アントレプレナー教育を実施してはどう

か。 

・教職員の負担軽減のために WG を作り、減らせる仕事について検討してほしい。教職

員の活力の源の一つは、個人が好きなことをできる時間を持つことである。 
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10 自己点検・評価の総括 

今年度は、機関別認証評価で挙げられた以下の項目について教育改革推進会議が中心に

となり改善を行いました。 

○ 学校としての技術職員の教育及び技能の資質向上を図るための取組が十分とはいえ 

ない。 

【改善策】技術職員と研修内容を検討し，試行を行った。 

 

○ 学生の課外活動の支援体制について、学生会の会則では顧問を置くこととされてい

るが、学校の規程等で明確にされていない。 

【改善策】会則を作成し、教員へ周知した。 

 

○ 講義、演習等の授業形態がシラバスに明示されておらず、学生への周知が十分に図 

られているとはいえない。 

【改善策】シラバスに明記した。 

  

○ 追試験の成績評価方法が明文化されておらず、学生への周知も十分に図られている

とはいえない。 

【改善策】明文化し学生に周知した。 

   

平成 28年度に立ち上げた２つの教育プログラム、品川キャンパスの「情報セキュリティ

技術者育成プログラム」と荒川キャンパスの「航空技術者育成プログラム」は確実に進展

しており、それぞれのプログラムの修了生は日本を代表する会社に就職させることができ

ました。特に、今年度のコロナウイルス感染症拡大は航空業界に大きな影響を及ぼしまし

たが、学生の頑張りにより、希望者は全員航空機業界に就職することができました。これ

らの点については、法人評価委員会大学分科会及び運営協力者会議において高く評価され

ています。また、国際化についても、コロナウイルス感染症拡大によりＧＣＰ、ＩＥＰは

実施できませんでしたが、ＧＣＰでは次年度の対策としてウェブを使った実施案を作成し

ました。また、ＩＥＰでは、年度末にウェブでのホームステイや国内施設を使った英語研

修を行い、成果を挙げ、次年度のウェブのみでの実施に見通しがつきました。 

次年度は、今年度抽出された問題点を着実に改善し、ＪＡＢＥＥ受審に向けた最終準備

を行わなければなりません。 

高等教育機関が、社会的な存在を確かなものにしていくためには、自律的な点検・評価

が不可欠です。点検・評価には業務実績評価、機関別認証評価、及びＪＡＢＥＥ等の外部

によるものも重要ですが、学校が自ら行う自己点検・評価が中心的な部分であり、その役

割はますます重要になると考えています。 

 

                     

                東京都立産業技術高等専門学校  

                        校  長    渡 辺  和 人 

 

 


